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韓国の近代化過程における諸問題
張鶴植
I はじめに
一般的に，西欧の近代化とは，広義に解釈して農奴制的封建社会から近代
的市民社会への発展を意味する。これは上からの画ー的な秩序によって支配
されていてた中世社会が解体し，文芸復興，宗教改革，地理上の再発見とい
う三大契機を通じて，新しい民族国家の母胎である絶対主義王政後の市民革
命にいたるまでの，重商主義による富の追求と資本蓄積が完成する時期であ
る。
この近代化過程は，自生的，自律的に政治，経済，社会の諸変化が並行し，
相互依存的に革新と革命の過程を通じて完成したのである。とくに西欧近代
化の核心的内容は，自己完成的資本蓄積による工業化と合理主義精神とで，
これが資本主義経済の成立にあたってそのまま適用され，それの発展ととも
に完成したのである。
韓国の近代化はなによりもこのような自己完成的資本蓄積と合理的企業家
精神が完成せず，日本の合併政策による強制的導入物であることを理解せね
ば，いまの韓国資本主義の矛盾を解くことはできない。このように始まった
近代化は，終戦（第2次世界大戦）前は日本資本主義発展の基礎である外延
的工業化に尽くしたところの植民地的商品市場になったし，戦後は先進国の
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消費生活に刺戟された消費指向的社会になったので，莫大な外国援助と借款
にもかかわらず，資本主義経済体制を整えることができなかったのである。
すなわち，韓国の国内に内在した諸条件と要因の自然的成熟による工業化，
民主化，合理化ではなく，外から与えられた民主化，工業化，合理化であり，
本質的にはじめから矛盾を持っていたのである。したがって初期資本主義段
階を説明し発展させた A.Smithの理論とか， 成熟期以後の資本主義の沈
滞を有効需要所得決定論で論じた J.M.Keynesの理論では韓国経済を説
明することができないのである。すなわち，韓国経済は構造的不均衡状緻の
慢性的連続で，価格の媒介変数的機能とか乗数理論，加速度原理などを適用
することは不可能なので， Harrodとか Domarの経済成長論理も通用しな
いといえよう。
また，近代化精神というものには国民国家主義に立脚して，資本蓄積と合
理主義に立脚した企業家の利潤追求，加えて一般国民の合理主義的な職業観
とその生活態度などに現われているが，このような精神が韓国近代化過程に
は存在しなかったので，資本主義の成立とともに韓国社会はいわゆる二重構
造を形成したのである。すなわち韓国の資本主義は，韓国の固有文明の自主
的発展過程を通して成立したものではなく，外から輸入されたものであるた
め，旧来の生態と導入された新勢力との観念，主に価値観とか道徳観とかの
見解の摩擦に伴う犠牲と混乱とで国民総和的統一観念を形成することができ
ず，これが決定的障害要因になっているのである。
このように韓国の近代化は西欧の近代化とば内容を異にしているが，拙稿
では主として経済体制上からみて封建体制から資本主義的産業体制への移行
過程を近代化過程と把握し，韓国におけるこのような徴侯の発生とその顕在
化過程を考察することを目的としたものである。
]I 植民地化過程 (1860年～1929年）
1860年の東学乱を契機とした封建王朝に対抗する民主的思想の発生と1864の
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大院君の執政の下で惹起した内政の改革とに韓国近代化の気運をまず探知し
うる。大院君の執政期には鎖国政策を持続したので，大院君の没落後， 1876
年外勢の侵透を受け入れることとなる江華条約を，西欧化という意味での近
代化のはじまりとみる見解が多い。
歴史的には封建制度の下に一方で封建的地方長官の支配を受けながら他方
において強力な中央集権制をとるという，いわば二重支配の封建社会が持続
してきた。特に李朝末葉に至ると擬制的土地公有制度を採用したので，封建
社会を崩壊させていく勢力はほとんど存在せず，結局はこの封建社会の打破
は国内勢力によって自主的には行なわれず，日本の合併政策による植民地化
において行なわれたのである。
1876年の開港後， 1909年に至るまでに 8,200万円の貿易逆調を先導した日
本は， 1908年には東洋拓殖会社に国内投資を1線憑して資本増殖を計り，その
余勢で韓国の封建的経済体制を米穀生産に集中させる一方，原始産業を独占
したのである。
そうして土地調査事業を始点とする貨幣制度の改革，金融ならびに租税制
度の近代化，交通，通信機関の近代化などに着手した。この土地調査以後に
は，従来の擬制的土地制度下において実際の土地占有権者であり耕作者でも
あった大部分の農民は土地とその占有権をうばわれて，自己が関知しない間
に小作農民に転落したのである。とくに所有権を確定するこの土地調査にお
いては，申告主義を採用していたので所定の手続きを知らなかった農民達が，
知らないうちに土地を失い，小作農になってしまったという事実に注目しな
ければならない。
つぎに， 日本資本主義の侵透は1904年8月の第5次韓日条約を契機として
近代的貨幣制度を確立することが可能となった。この貨幣計画によって，事
実上，韓国を日本の貨幣圏内に胞合させると同時に，日本の貨幣資本が韓国
の財政金融部門を完全に支配することになったのである。
このようにして土地資本と金融資本を支配した日本は韓国を商品市場，原
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料獲得市場として全産業を支配した。さらに1920年には関税制度を設け，日
本本土と同じ関税法，関税定率法を施行し，韓国の貿易をも完全に日本の支
配下においた。日本との貿易は国内商品移動と同一視されることとなり，関
税は全廃されたので韓日貿易が拡大するのは当然のことであった。
以上のように日本は韓国を日本資本主義発展の商品市場，または原料供給
地として，食糧と工業原料を獲得する外延地帯に開発させる植民地政策を徹
底的に実行したのである。したがって，極端な工業抑圧政策を採りながら他
方で産米増産計画，棉花増産政策，南棉北羊政策などを実施したのである。
また，日本の対外輸出貿易に貢献させるため養蚕業を奨励し，これを韓国中
農層の急激な没落で零細化した農家の副業に補填するという政策も採用した。
とくに金と工業エネルギーとしての無煙炭の開発には日本の官軍一休とな
って韓国鉱山経営に直接着手し， 日本鉱業資本の進出に道を開き大規模な開
発が行なわれたのである。
皿 統制経済時代 (1903年～1945年）
日中戦争を契機にして従来の農工併進体制はその投下資本，生産施設など
あらゆる経済力を総動員する軍需工業化へと再編成されることとなった。こ
の植民地下の統制経済体制では韓国経済が完全に搾取され本格的に日本経済
の外廓地帯にくい込まれる崎形的経済構造になってしまったのである。
1930年代には世界恐慌に巻き込まれた農業恐慌に直面し，農民の多くはや
むなく土地を捨てて，鉱山やその他工場の低廉な賃金労働者に転落したりあ
るいは満州， 日本等を放浪する火田民に転落して，農民層の分解が進行した。
鉱業開発はほとんど日本資本が支配し， 1945年7月末硯在で，石炭を除外し
た鉱山推定施設額13億6,500万 wonのうち，韓国人の所有はわずか5,400万
wonにすぎず，日本人の所有額の20分の 1にも達しないのであった。
工業部門においても軍需工業の移植がすすみ，重化学工業をはじめ重工業
が大きなウエートを占め，さらに紡績，セメント，ビール，製粉，人絹，缶
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詰工業などにも日本の独占資本が継続的に投下されていった。このような工
業化は韓国経済全般の有機的発展とは全然関連をもたず，ただ日本の戦争経
済の前哨基地的役割を果す結果に終ったのである。
したがって関連産業の派生も不十分で，逆に物資統制が強化されて原料，
原資材，労働力等を大軍需工業に強制集中することになり，民族産業資本の
基盤であった韓国の一般企業は深刻な打撃を受けた。このように植民地体制
下の近代化過程は財政，金融，交通，通信分野においては西欧の近代文明が
移植されたが，軍需産業を主導とした産業化過程は，経済全般の産業化過程
を進展させることができず，むしろ逆に民族産業資本を形成する基盤とな
るべき中小企業を没落させたので，まともな近代化とは逆行したともいえよ
う。
韓国経済は産業構造の崎形的不掏衡化と日本経済の外廓化としての依存性
が激化して，西欧社会でみられるような自主的近代化過程をたどることがで
きなかったわけである。なお農業部門における農民の小作農化傾向と一般社
会経済の二重構造の深化が近代化に逆行する根深い疾因にもなった。
1V 自主的近代化過程 (1945年以降）
韓国動乱を前後にして動乱以前の時期を過渡的混乱期とし，休戦後，自由
党末期の援助経済下の再建期と，軍事革命以後の長期経済開発計画下におけ
る自立的成長を目標とした高度経済成長を維持している現在を転換期として
把握する。
混乱期には軍政および過渡政府で政治的不安定が継続し，経済的には日本
経済との断絶による生産萎縮，南北両断による産業構造の崎形性の激化，そ
れに思想対立と社会的混乱とにより激甚なインフレと経済不安定が続く。
終戦にともない日本が韓国経済に与えた影蓉は製造産業部門の総資本額の
94％の撤去と80％以上の技術者の引き揚げによる製造業の倒産，雇傭量の60
％減少，とくに鉱業部門の事業体95％の崩壊と雇傭量97％の減少とがあげら
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れる。
また南北間両断によって当時，全体の92％にあたる北朝鮮の電力を喪失，
鉱工業生産の急激な減少を招来した（当時韓国の年平均発電量は 79,200kw 
で全体の 8%）。鉱産資源の70％以上と重工業の79%，工業全体としては60%
以上の鉱業および重工業施設が北朝鮮にあったのである。さらに北朝鮮から
の避難民が人口液増を招来して，これによる経済的な圧迫も加わった。
また軍政および過渡政府の財政赤字の膨張は通貨増発につらなりインフレ
要因を激化させた。生産萎縮とインフレ構造の状況下で国民経済を根本的な
破綻から救ったのは，表 Iにみられるような米国の莫大な援助と60％以上の
（表 1) 戦後国民総生産と援助額
1955年不変価格
1 国民総生産 援 助 額 I燦won算貨比に率 援消費助財額比中率
1953 | 868.5雷 194（百万ドル)| 112(%) I 98.5(%) 
1954 913.5 154.0 
1955 950.2 236.7 
1956 952.8 326.7 
1957 1,035.3 382.9 
I 
1958 1,107.0 321.3 
1959 1,164.8 222.2 
84 83.2 
125 58.3 
171 72.5 
185 73.5 
145 70.5 
95 I 69.4 
資料：韓国銀行調査部
「韓国の国民貯蓄
i I 
経済統計年報」 (1961年）
農民の犠牲的な営農の代価による穀価の安定的趨勢であった。
1948年，新政策が経済安定15原則を立案，実施して経済全般が一時安定段
階にはいったように見えた。さらに1949年には土地改革を断行して，終獣前，
総農家の56％が小作農であった地主制度の矛盾を除去した。すなわち小作地
全部と自作農所有地 3ha以上を政府が買収して小作農に分配したのであ
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る。水田 191,000ha, 畑76,000ha,合計267,000haを953,000戸の農家に分配
した。封建的土地制度を止場した小作農の自作農化は営農意欲を刺戟すると
いう効果となったが，反面耕作規模を一層細分化し，土地資本の産業資本化
によって農業革命を起こす絶好の機会をにがすことにもなったのである。こ
の土地改革の結果， 50a未満所有農家が 33.9彩から 42.7彩に増加したが，
100 a以上を所有する農家は29.7％から21.5彩に減少した。これは地主層が分
解して工業部門の資本家に上昇するという過程ではなく，ただ農地の分割所
有にとどまり，終ってしまったということになる。
1950年の動乱の発生からは財政に加えて戦時インフレが激化した。それに
米国軍の賃上金と貿易収支の逆調によるインフレ要因がこれに重なって，収
拾のつかない悪性インフレを招来した。とくに1952年には凶作にによる穀価
の高騰が全般的な物価の上昇に大きな影響を与えた（表2参照）。
（表2) 動乱期の物価指薮
1947=100 
I Seoul卸売物価指数 1 穀価指数
1950 年 348.0 
1951 / 2,194.0 
1952 I/ 4,750.0 
1953 / 6,466.0 
1954 1 9,940.0 
※ 1952年→4~12月乎均
1952年， 1953年は釜山
I 410.0 
I 
2,064.0 
7,305.0 
5,473.0 
7,242.0 
資料：韓国銀行調査日報第72号
休戦後，米国の ICA援助が本格化する，それが1959年の自由党末期まで
年平~5.1~がの成長率となって現われる。 1955年からは 500 won対 1ドルの
単一為替レートの策定を契機に換率安定のための財政安定計画を実施したの
で，物価安定を基礎に経済安定がみられたが，この安定も生産供給の増加に
よって財政側の掏衡を齋したのではなく， 貨幣側の短期的な安定であり，
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Leibensteinが表現したような準安定均衡 (Quasy-StableEquilibrium) 
にすぎなかった。したがってこの時期の経済成長も年平均 GNPの150％に
あたる援助のおかげであった（表 1参照）。だが，そのうちの70％が消費財で
あり，生産財の場合も動乱＝破壊からの復興に必要な消費的な物材であった。
当時の資本蓄積は民間企業が流通機関を通じて得た資金の集積形態で金利，
換率，相対価格等二重構造とインフレを高迫媒介にした価格機構から遂行さ
れたものである。なお資本の源泉が正常的産業利潤からでなく援助に寄生し
ながら追求した商業利潤であり，資本の性格からみると，本質的に産業資本
ではなく商業資本であった。
消費においても誇示 (demonstlation)効果を刺戟し，産業構造上， 製造
業より商業部門の方が早く大きくなるという崎形的な現象があらわれたので
ある。つまり Lacostの表理を借りれば，商業の胃拡張的膨張硯象を現わし
ていたのである。このような状態のもとに韓国においての唯一の自主的資本
蓄積の機会を失ってしまったのである。ここには莫大な国防費負担が主要な
障害となったことも事実である。だが、この援助も1957年を頂点にしてしだ
いに減少していき， 1961年からは米国の対外援助政策の転換によって激減し
はじめる。
援助によって消費財工業が急速に発展したのが1957年であるが，加工原資
材，生産施設等，生産財の外国依存性の激増で外貨事情も逼迫した。このよ
うな米国援助の減少と外貨事情の悪化は韓国経済の自立化を厳しく要請する
状況を顕在化させたので，生産財工業と輸出産業の育成が促進されることと
なった。
1962年からは外貨導入による投資拡大で基幹産業の建設と高度成長を推進
する長期開発計画が始まったのである。
(1) 第一次経済開発5カ年計画期 (1962~1966)
休戦後， 1961年までの資本形成は援助と通貨増発によるインフレ財源であ
った。 1945年から1961年までの援助は31億ドルを越している。そのうち1953
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年から1961年までに該当する分が23億ドルで，この間の資本形成の60％以上
を担当していることとなる。インフレ財源は政府が発行した産業復興国債と
産業銀行が発行した産業金融債券を，中央銀行が引受ることによって生みだ
された財源である。
韓国の資源の低開発と不足，人口過剰，とくに資本蓄積不足と技術水準低
位による生産力低位性は，計画の当初から主として外国資本に依存する以外
に仕方がなかったのである。だが外国資本の依存度が高いということは創意
とか冒険を要する企業家精神がなくても海外資本だけを活用することができ
れば，企業を特恵により安易な運営をおこなえるので，韓国の資本主義的経
済発展と企業家精神とは別に関連の必要性がない崎形的近代化の過程を踏み
出したともいえる。こういう矛盾をはじめから持ちながら後進国経済開発の
一般理論に従って次のような基本目標を設定して開発に取り組んでいったの
である。
A.基本目標
a) 基幹産業ならびに輸入代替産業の育成。
b) 財政投融資を通じた外部経済の拡充。
C) 外資導入による民間投資の増大と輸入原資の順調な供給。
d) 金利，往堡の現実化で資本動員と輸出拡大。
e) 日韓国交正常化と対 VietnamA_力進出，ならぴに貿易自由化拡大によ
る開放経済体制への転換。
その結果 GNPは1962年の 6,350億 wonから 1966年には9,138億 won
(1965年の価格水準で）へと平均年 8.3％成長した（表3参照）。産業別に
は農林漁業が 2,523億 wonから 3,460億 won で年平均 5.5%，鉱工業が
1,060億 wonから 1,814億 wonで年平均 15%，社会間接資本および用役
が2,766億 wonから3,865億 wonで年平均8.9彩それぞれ成長した。なかで
も社会間接資本が年平均16.8％という高度成長をしたのである（表4参照）。
一人当り GNPは1960年の84ドルが1966年122.5ドルとなって40.8％の成
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（表4) 産業別成長率
(51) 51 
水［
鉱 工 器フ 社会間接資本その他用役
GNP 
平均 鉱業 製造業平掏社会間接資本
1962-1966 8.3 5.5 14.8 12.3 15.0 8.9 16.8 
1966 13.4 11.0 15.2 6.4 16.1 14.8 21.0 
1967 8.9 -5.5 22.5 7.7 23.9 15.4 17.8 
1968 13.3 1.2 25.9 -1. 4 28.1 15.9 30.3 
1969 15.5 10.7 21.3 2.3 22.5 15.5 28.5 
資料：韓国銀行経済統計年報
1971, p. 30-31 
（表5) 産業別固定資本形成の構成比 (1965年基準市場）
1962-1966 1962 1965 1966 1967 1968 1969 
農林水産業 8.3 8.0 11.6 12.l 8.3 7.3 5.5 
鉱 工 業 26.4 26.0 27.2 33.4 28.6 25.・5 23.1 
社会間接資本 38.3 37.6 27.7 30.6 38.3 41.4 44.7 
その他用役 27.0 28.4 33.5 23.9 24.8 25.8 26.1 
総 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(10億 won) (l,563.27)(84.05)(117.64)(190.63)(232.09)(325.63)(413.95) 
資料：韓国銀行
長率をみせた。
これに対して投資率は年平均15.2彩であり，そのうち国民貯蓄率が40.5彩，
海外貯蓄率59.9％となっている（表 7と8参照）。輸出は1962年の 1億6,300
万ドルから1966年には 4億5,500万ドルと増加したが，輸入も 4億5,500万ド
ルから 7億7,800万ドルに培加し， 経常収支の赤字が 2億9,200万ドルから
3億2,300万ドルにと大幅にふえた（表 6参照）。また，外資導入の檄増によ
る海外部門からの急激な通貨増発要因が働き，物価上昇をプッシュする開発
インフレを招来することとなった。
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（表 8-2)
Composition of Financial Sources for Domestic Capital Formation 
in Percent 
Foreign Savings 
Domestic Loans & Errors & Gross 
Savings Aid Investment Sub-Total Omissions Investment 
1962 11.4 72.9 10.0 82.9 5.7 100.0 
1963 37.6 37.8 20.6 58.4 4.0 100.0 
1964 48.3 43.5 5.1 48.6 3.1 100.0 
1965 51.3 45.5 -1.1 44.4 4.3 100.0 
1966 54.4 26.7 12.6 39.3 6.3 100.0 
1967 50.2 22.4 19.1 41.5 8.3 100.0 
1968 49.5 14.9 28.9 43.8 6.7 100.0 
1969 55.4 10.3 27.8 38.] 6.5 100.0 
資料：韓国銀行
（表6) 海外貿易収支
in million Dollars 
1962 1965 1966 1967 1968 
Expor区 I 163.2 289.8 454.7 642.9 875.2 
Goods 54.8 175.1 250.3 334.7 486.4 
Invisibles 108.4 114.7 204.4 308.2 388.8 
Imports 455.2 488.4 777.7 1,060.0 1,558.4 
Goods 390.1 420.3 679.9 908.9 1,328.5 
Invisibles 65.1 68.1 97.8 151.1 229.9 
Trade Balance -292.0 -198.6 -323.0 -417.1 -683.2 
また基幹産業を主とした量的な成長にかたより，中小企業その他の全産業
間の調和がくずれた。このような不掏衡成長は所得の不均衡分配の原因とな
り，資本の投資効果を高めることはできたが，有効需要の増大による市場拡
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大を阻止し，一国の持続的で正常的な経済成長を停止させる要因になるのが
一般的である。
1967年の所得階層別分布をみると Lorenze係数入が SeoulO. 3002,全
都市0.3135, Seoul以外の都市0.3154で全体的に0.25を越している。所得分
配の不平等がかなり大きくなっているのである。 Pareto係数 a も Seoul
1.3328,全都市1.297 4, Seoul以外の都市1.2926で全体的に 1.5より小さく
なっている。 Giniの集中指数 aも Seoul4. 0048,全都市4.3625;Seoul以
外の都市4.4196で不平等性のつよいことがわかる。このような不平等所得分
布は当時の製造業事業体中90％が中小企業であり，これに従事している労働
者が 4分の 3程度を占めることに起因し，韓国産業構造の根本的修正を要求
するものであり，以後中小企業の倒産の主要な原因になる。
工業構造においては，消費財工業と生産財工業の生産額構成比率が1962年
66.3％対31.7％から1966年60.8％対37.2％となって，相対的には生産財工業
の発展を硯わしているが，やはり消費財中心の工業構造を解消することがで
きなかったのである。しかし開発計画の遂行とともに，国内資本形成の傾向
が用役部門への投資から実物生産に対する直接的寄与度の大きい物質的投資
に変化しつつあるのは，表 7からもあきらかである。特に社会間接資本に対
する投資は括目すべき特徴といえよう。
(2) 第二次経済開発 5カ年計画期 (1967年～1971年）
第一次経済開発を遂行した結果，激増する生産施設と物資供給の増加で高
い資本費用が必要となり，国民投資率が増加して年平均の貯蓄率は24.1％に
なった。このうち国内貯蓄率が14％で相対的には増加したが貯蓄性向が不安
定で低位にあったため，個人貯蓄は僅少である。
所得と消費の函数関係を期間的にみると，当該年度の所得と消費の相関係
数が0.9971で正相関になるのに対し，前年所得に対しては0.9267で当年度の
係数より小さい。特に農家家計の前年度所得に対する相関係数は0.6884であ
る。このように所得が消費に即時的に反映するのは，全体的に限界消費性向
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が一に近いことを意味する。この期間中の消費函数を最少自乗法によって求
めてみると，限界消費性向が0.9306で限界貯蓄性向は0.0694になっている。
家計の自発的貯蓄性向がこのように低位で不安定なのに対し，法人貯蓄は大
休増加趨勢で民間貯蓄の主休別 patternが個人がら法人に変化した。その
原因は1962年から1966年までの間，年平均16.5％の物価上昇率が家計経済を
犠牲にしつつ企業利潤を高めたからである。
1954年から1961年までの民間貯蓄のうち個人と法人の欅成比が 68.2彩対
31.8％であったのに対し， 1962年～1966年の平均貯蓄率は37.2彩対62.8％と
なっている。
政府貯蓄は1963年まで継続赤字を出していたが1964年からは開発計画の投
資財源調達のため強力な租税政策と経費節約とで黒字を出した。企業特別会
計も料率の現実化と経営合理化で黒字を出し一般会計にくり入れられている。
1962年から1966年までの間に政府貯蓄率が0.7%， 貯蓄構成比では 10.1％に
なっている。
国際収支の均衡をはたすため輸出商品の増加と輸入代替産業の促進をねら
ぃ， 主に重化学， 機械， 鉄鋼産業に対する重点投資を行なったので， GNP
は年平均11.6%と大きく伸ぴたが，所得の分配はなお不均等なままで大部分
の中小企業が没落した。
すなわち GNPは1967年9,951億 wonから1970年には 1兆4,335億 won
となり，産業構成比は1967年第一次産業32.8%，第二次産業22.3%，第三次
産業44.9％から1971年第一次26.5%，第二次24.4彩，第三次49.1％となって
第一次産業比率が下った。
反面，第二次，第三次産業が増加し，とくに社会間接投資が1962~1966年
平均 16.8%の成長率に対し1967年 17.8鍬 1968年30.3%, 1969年28.5%と
大幅に推移し高度経済成長の基盤を築いたともいえる。輸出も大きく伸びた
が経常収支の逆調による赤字も並行して伸ぴたので開発インフレが続いた。
(3) 第三次経済開発計画と1972年の国民所得
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第三次計画の基本目標は次の通りである。
a) 開発の主軸を輸出の増大と農工間の均衡的発展に置く。
b) 輸出は目標年度である1976年に33億ドル達成する。
C) 農水産部門の成長率を年平均6彩以上にする。
d) GNP成長率は年乎掏10彩にする。
e) 安定基調の継続維持と持続的成長の港在力を発揮する。
f) 経済規模の拡大と質的改善で国際競争力を強化する。
g) 工業人口の適正分散を促進し，経済活動の地域間不掏衡を緩和する。
h) 科学技術を急速に向上させ技術労働力を積極的に培養する。
i) 家族計画を奨励して人口増加率を年 1.8彩線で抑制する。このための重
要政策課題は
1) 投資財源調達策として年間28彩の投資率を確保し，そのうちの海外貯蓄
は6彩水準に抑制する。国内貯蓄を1968年の13彩から1976年には20彩以上に
高める。このための消費増加率を近年の10彩線から少なくても 8.5%以下の
線に抑える。
2) 国際収支は経常赤字を 68年度の 6億3,000万ドルから 76年度には5億
4,000万ドル水準に改善する。外資導入は元利償還が海外収入の15%以内の
水準に維持することができる規模を基準にする。
3) 価格構造の合理化のため農産品とエ産品の交易条件を改善して，公共料
金と賃金体系の合理的調整をはかる。
4) 産業構造の高度化のため基本食糧と工業原料の国内供給基盤を拡大し，
工業部門では重化学工業の比重を拡大する。社会間接資本の開発を継続拡充
して生産性を高める。
こうして目標年度である1976年には国民総生産額を1965年の価格水準で 2
兆4,124億 won(126億ドル）一人当り生産額を67,777 won (354ドル）にす
る，というものである。
ここで農林水産部門の成長率を高め，農工業間の均衡を重要施策においた
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のは第二次開発計画までの問題点の解決を求めたもので当然ともいえるが，
資源配分，所得配分の均衡化をはかる政策と内資動員体制についての具体的
な考慮が不足しているため，この均衡化の方策が必ずしも明らかではない。
また外資導入展望の相対的鈍化，元利償還の負担，経済規模の拡大による資
本係数の提高等の諸与件はこの政策課題を困難にするものと考えられる。
1972年韓国の GNPは1970年の価格水準で 3兆270億 wonとなり，前年
対比 7.1%の増加をみせている。 これを産業別にみると農林水産業7,700億
wonで構成比25.5%，前年対比2.9彩増，鉱工業7,970億wonで構成比26.3%,
前年対比15.4％増，このうち製造業が7,650億 wonで構成比 25.3％前年対
比 16.1％増となっている。社会間接資本およびその他用役が 1兆4,600億
wonで構成比48.2彩，前年対比5.2彩増，そのうち社会間接資本は3,860億
wonで，構成比 12.8彩，前年対比 5彩増加である。人口は3,235万9,000人
で，増加率1.6%，一人当り GNPは経常価格で118,687wonで296ドルにな
る。
総投資は8,200億 wonで構成比20.9彩，前年対比ー0.5彩である。この投
資のうち国内貯蓄は 5,610億 wonで構成比 14.6彩，前年対比22.5彩増，海
外貯蓄が 2,470億 wonで (6億2,900万ド・ル）構成比6.5%,前年に比して
30.2彩減少している。
このように国民所得分析上からみると，韓国経済は産業構造上，産業資本
主義時代に入ったといえ， Rostow教授のいう経済発展段階では成熟段階
に入ったといえるが，問題は消外貯蓄部門に依存している点にある。外資導
入の元利償還が外貨収入の15彩以内の水準に抑えて，成長目標達成に必要な
投資を国内貯蓄で調達することが可能かどうかが問題である。
経済企画院で計算している今年の投資計画でも，海外貯蓄を昨年より25.5
％多い 7億7,500万ドル (3,100億 won)と予定し， 目標成長率を達成する
にはこれが不可避であるとすれば，この水準の維持は計画成長率を達成しよ
うとする場合，かなりむずかしいと思われる。
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表9にもみられる1969年 9月末現在の産業別外国資本の流れは，総額20億
ドルを越している。それに支出面からみると昨年の消費支出が85.4％で，貯
蓄はわずか14.6％にとどまる。これがそのまま投資につながるとしても国内
投資率は14.6％でこの計画期間中年間28％の投資率を確保するためには，国
内貯蓄率を少なくても22％以上に高めなくてはならないということがはっき
りする。また今の国民所得の水準での消費支出が生計維持の下限水準とすれ
ば，問題は国民所得の絶対量をいかに増大していくかということになる。
国民所得の増加は生産性の向上に基因し，生産性の向上は資本と技術の結
合に依拠した労働生産性の上昇が基本になることは， 1870年に比べて1950年
の労働生産性が 450％の増大して，一人当り実質所得が 4倍増した米国の実
例を引くまでもないであろう。その可能性は韓国においても R.Narkseの
提言を待つまでもなく約30％の擬装失業者を持つ農業部門の発展如何にある
と考えられる。韓国の農業労働力を港在失業状態にとどめず，完全に活用す
るのに必要な最低耕地規模は，硯在の労働集約的生産様式をそのまま適用す
るとしても 1.62haで，適正農業労働者数は4,857千人となる。
現在の農業労働人口は6,896千人であるから，約200万人を越える過剰労働
力が存在しているわけである。この過剰労働力を農業部門から引き出しても，
農業生産額の減少は生じないことになるので，この労働力を他産業に吸収し
活用すれば，現在の消費水準をそのまま維持すると，その労働生産額は国民
資本として蓄積されることとなろう。
したがって問題はこの剰余労働力を吸収する余力が非農業部門に存在する
のかどうかということである。それには工業部門において重化学工業の比重
を拡大し，生産性の向上をはかり，社会間接資本の開発を引き続き拡充する
ことによって十分可能だと考えられる。
なお，品種改良，営農技術の開発，普及により農業の生産性を高めるとす
れば，食糧不足にもとづく糧穀輸入のため必要とする年約 3億ドルの外貨が
節約可能となり，逼迫する外貨事情の改善にも大きな役割を果す。農業生産
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性の点についていえば，ほぼ同じ自然条件をもつ日本の米作の場合， 10a当
り収穫量が500kgを上廻っているのに対し，韓国のそれは平均約300kgと低
迷している現実，実情からすると適切な施策さえ講ずれば楽観視できるであ
ろう。結論的にいえば，韓国における資本主義経済体制の土着化と発展の大
きな鍵は農業の近代化にこそあり，韓国経済発展の成敗もまた韓国農業の生
産性の発展方向の如何にかかっているのである。 （完）
